
北九州市環境局温暖化対策課

平成２７年１１月１２日

「北九州市地球温暖化対策実行計画・

環境モデル都市行動計画」について
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１ 地球温暖化対策実行計画に係るこれまでの経緯
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環境モデル都市と環境未来都市の関係

環境モデル都市
(23都市)

環境未来都市
(11都市・地域)

京都市、神戸市、新潟市、堺市、
豊田市、帯広市、水俣市、
飯田市、宮古島市、千代田区、
つくば市、梼原町(高知県)､
尼崎市、御嵩町（岐阜県）、
松山市、西粟倉村（岡山県）、
生駒市、ニセコ町（北海道）、
小国町（熊本県）

（19都市）

北九州市(福岡県)
横浜市(神奈川県)
富山市(富山県)
下川町(北海道)

（４都市）

柏市等（千葉県)
大船渡市・陸前高田市・住田町等（岩手県）
釜石市（岩手県）
岩沼市（宮城県）
東松島市（宮城県）
南相馬市（福島県）
新地町（福島県）

（7都市・地域）

主に東日本大震災被災地環境モデル都市＋α

１ 環境モデル都市とは
○開始：平成20年度 （本市の選定：平成２０年７月２２日）
○温室効果ガス排出の大幅削減など低炭素社会の実現に向け、高い目標を掲げて、
先駆的な取組にチャレンジする都市として、政府が選定した都市。

○平成20年７月に6都市、平成21年３月に7都市、平成24年度に7都市、平成25年度に3都市
の合計23都市が選定

２ 環境未来都市とは
○開始：平成23年度 （本市の選定：平成２３年１２月２２日）
○「環境・超高齢化対応等に向けた、人間中心の新たな価値を創造する都市」を基本コンセプト
に、環境、社会、経済の三側面に優れた、高いレベルの持続可能な都市として、政府が選定
した都市･地域。

○国からの支援を、環境モデル都市と比べて手厚くする。
○平成23年度に11都市・地域を選定

環境モデル都市と環境未来都市の関係
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地球温暖化対策実行計画に係るこれまでの経緯
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国 
北九州市 

地方実行計画 環境モデル都市行動計画 環境未来都市計画

性

格

気候変動枠組条約に
基づく国際的約束を
達成するため、地球
温暖化対策法に基づ
き定めた計画 

国の地球温暖化対策計
画に即して温室効果ガス
排出量の削減措置に関
し、地方公共団体が定め
た計画 

大幅な温室効果ガス削減
など高い目標を掲げ先駆
的な取組にチャレンジす
る「環境モデル都市」が定
めた計画 

環境や高齢化など人類
共通の課題に対応し、
環境、社会、経済の三
つの価値の創造を目指
す「環境未来都市」が定
めた計画 

経
緯
と
関
係
性

地球温暖化対策法

京都議定書目標達成計画 

2005 年閣議決定 
2006 年一部改訂 

2008 年全部改訂 

地球温暖化対策地域推進計画 

環境モデル都市行動計画 
＜計画期間 2008-2012＞ 
目標(2005 年比) 結果 

  ▲６％ → ▲８.４% 

＜計画期間 2006-2010＞ 

目標(2002 年比)   結果 
 家庭▲１０％ → ▲９% 

 業務▲１０％ →＋３２% 

 運輸▲１０％ →▲１０% 
＜第１期 2009-2013＞ 
計画の目標(2005 年比) 

 2050 年 市内▲50% ,海外 150% 
 2030 年 市内▲30% ,海外  75%

地球温暖化対策計画 
(2016 年度策定？) 

.
【新】地方実行計画

＜第２期 2014-2018＞ 

計画の目標(2005 年比)  
 2050 年 市内▲50% ,海外 150% 

 2030 年 市内▲30% ,海外  75%

 2018 年 市内▲ 6% ,海外  6%

環境未来都市計画 
(2012 年 5 月策定) 

※環境部門の計

画として位置付
け

※事実上の 

地方実行計画 
＜計画期間 2012-2016＞ 

「2050 年の姿」・・環境を絆に
世界とつながり、すべての世
代が「真の豊かさ」を感なが

ら、人間中心の新たな価値を
持続的に創造するまち     
（削減目標は環境モデル都市と同様） 

東日本大震災等

COP21(2015.11) 

気候変動適応計画 

(2015.10?)

約束草案

(2015.7) 

高
齢
化
対
策
等

３つの計画の関係（対象範囲の違い）

地球温暖化対策実行計画、環境モデル都市行動計画、環境未来都市行動計画
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環境モデル都市
行動計画

環境未来
都市計画

温暖化対策
実行計画

エリア

取
組
内
容

高齢化対応、子育て、
防災、教育、新産業など

市域での削減目標、
行政施策 など

海外での
削減目標、
行政施策

海 外 市 域

地
球
温
暖
化
対
策
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地球温暖化対策実行計画・環境モデル都市行動計画の位置づけ

○｢地球温暖化対策の推進に関する法律｣第20条の3に基づく計画に位置づけ
○国の温暖化対策計画に即して策定
○県の温暖化対策計画との整合を図る

【世界の動向】

気候変動枠組条約・（ ）

地球温暖化対策の推進に関する法律

地球温暖化対策計画（予定）

【国の動向】

実現に向けた国内法制の整備

【県の動向】

県地球温暖化対策
実行計画（予定）

国の計画に即して策定

【本市の動向】

北九州市地球温暖化対策実行計画・
環境モデル都市行動計画

整合性
の確保
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地球温暖化対策実行計画・環境モデル都市行動計画と
本市の行政計画との関係

【市民等の行動指標】

環境首都
グランド・デザイン

北九州市地球温暖化対策実行計画
・環境モデル都市行動計画

北九州市基本構想・基本計画

【本市の施策】

《上位計画》

北九州市新成長戦略

北九州市まち・ひと・しごと創生総合戦略

グリーンアジア国際戦略総合特区

北九州市環境未来都市計画

北九州市環境基本計画

行
政
計
画
と
し
て
具
体
化

部
門
別
計
画

取
組
の
連
携

北九州市循環型社会推進基本計画

北九州市生物多様性戦略

《関連計画》



２ 国内外の動向
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地球温暖化問題に関する国際交渉の経緯



ＩＰＣＣ第５次評価報告書のポイント

RCP8.5：21世紀末には、
2.6～4.8℃の上昇とな
る可能性が高い

RCP2.6：21世紀末には、
0.3～1.7℃の上昇とな
る可能性が高い ※RCP：代表的濃度経路シナ

リオ
※21世紀末：2081～2100年

◇観測された変化及びその原因（主なもの）
・気候システムの温暖化には疑う余地が無い
・人為起源の温室効果ガスの排出が、20世紀半ば以降の観測された温暖化の支配的な原因である

◇将来の気候変動、リスク及び影響
・今世紀末の気温上昇は,現状を上回る追加的対策をとらなかった場合,2.6～4.8℃となる可能性が高い
・２℃目標の緩和経路は複数あり、どの経路においても以下の取組を要する

①2050年までに温室効果ガスの排出を40～70％削減(2010年比)すること
②21世紀末までに温室効果ガスの排出をほぼゼロにすること

世界平均地上気温の変化（1986-2005年平均との差）

◇適応と緩和
・適応と緩和は、相互補完的な戦略である
・効果的な適応と緩和の実施は、他の社会的目標（健康、食糧安全保障、地域の環境の質等）と
リンクさせた統合的対応で、より効果的となる 11

エネルギーミックスと整合的なものとなるよう、技術的制約、コスト面の課題な
どを十分に考慮した裏付けのある対策・施策や技術の積み上げによる実現可
能な削減目標として、国内の排出削減・吸収量を確保

※「日本の約束草案」（平成27年7月17日地球温暖化対策推進本部決定）より

【ＣＯ２削減・吸収の内訳】 ＜エネルギーミックスのあるべき姿(2030年度)＞

2030年度に2013年度比▲26.0%（2005年度比▲25.4%）

の水準（約10億4,200万t-ＣＯ２）へ

2013年度比（2005年度比）

エネルギー起源ＣＯ２ ▲２１．９％ （２０．９％）

その他温室効果ガス
（非エネルギー起源ＣＯ２、メタン、

一酸化二窒素、ＨＦＣ等４ガス）
▲１．５％ （▲１．８％）

吸収源対策 ▲２．６％ （▲２．６％）

温室効果ガス削減量 ▲２６．０％ （▲２５．４％）

積上げの
裏づけ

日本の約束草案（2030年度の温室効果ガス削減目標）
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原子力 22%～20%程度

石炭 26%程度

LNG 27%程度

石油 3%程度

再生可能エネルギー 22%～24%程度

太陽光 7.0%程度

風力 1.7%程度

地熱 1.0%～1.1%程度

水力 8.8%～9.2%程度

バイオマス 3.7%～4.6%程度
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各国の削減目標

先
進
国

米国
2025 年に-26%～-28%(2005 年比)、
28%削減に向けて最大限取り組む

EU（28 カ国） 2030 年に少なくとも-40%（1990 年比）

スイス 2030 年に-50％（1990 年比）

ノルウェー 2030 年に少なくとも-40%（1990 年比）

ロシア 2030 年に-25～-30%（1990 年比）が長期目標となり得る

カナダ 2030 年に-30%（2005 年比）

豪州 2030 年に-26～28%（2005 年比）

韓国 2030 年までに-37%（BaU 比）

途
上
国

中国
2030 年に GDP あたり-60～-65%（2005 年比）、

2030 年を排出ピークに

メキシコ 2030 年に温室効果ガス等を-25％（BaU 比）

インド 2030 年に GDP あたり-33～-35％（2005 年比）

ブラジル 2025 年までに-37%、2030 年までに-43%（2005 年比）

ガボン 2025 年に少なくとも－50％（対策無しケース比）
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主要国の削減目標の比較

1990年比 2005年比 2013年比

日 本
▲１８．０％
（2030年）

▲２５．４％
（2030年）

▲２６．０％
（2030年）

米 国
▲１５～１６％
（2025年）

▲２６～２８％
（2025年）

▲１８～２１％
（2025年）

Ｅ Ｕ
▲４０％

（2030年）
▲３５％

（2030年）
▲２４％

（2030年）



国の適応計画（案）の概要(本年１０月２３日公表)

基本戦略
（１）政府施策への適応の取り組み
強靭性の構築、不確実性の考慮、相乗効果の発揮及び技術の開発・普及を通じて政府の関係施策に適応を組み込
み、現在及び将来の気候変動の影響に対処する。

（２科学的知見の充実
観測・監視及び予測・評価の継続的実施、並びに調査・研究の推進によって、継続的に科学的知見の充実を図る。

（３）気候変動リスク情報等の共有と提供を通じた理解と協力の促進
気候リスク情報等の体系化と共有等を通じた各主体の理解と協力の促進を図る。

（４）地域での適応の推進
地方公共団体における気候変動影響評価や適応計画策定、普及啓発等への協力等を通じ、地域における適応の取
組の促進を図る。

（５）国際協力・貢献の推進
開発途上国に対する適応計画策定・対策実施支援、防災支援、人材育成及び我が国の科学技術の活用を通じ、適応
分野の国際協力・貢献を一層推進する。

目指すべき社会の姿
いかなる気候変動の影響が生じようとも、適応策の推進を通じて社会・自然システ
ムを調整することにより、国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等への被
害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安心・安全で持続可能な社会

目指すべき社会の姿
いかなる気候変動の影響が生じようとも、適応策の推進を通じて社会・自然システ
ムを調整することにより、国民の生命、財産及び生活、経済、自然環境等への被
害を最小化あるいは回避し、迅速に回復できる、安心・安全で持続可能な社会

＜計画期間 ： １０年程度 ＞ ※概ね５年を目処に見直し＜計画期間 ： １０年程度 ＞ ※概ね５年を目処に見直し
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科学的知見にもとづく各分野の影響評価

※環境省ホームページより
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